
 
 
 

令和７年度 
いの町国民健康保険特別会計（直診勘定） 

補正予算（第１号） 
 

い の 町 



－１－ 

    

 

令和７年度いの町国民健康保険特別会計（直診勘定）補正予算（第１号） 

 

 令和７年度いの町の国民健康保険特別会計（直診勘定）の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から、歳入歳出それぞれ２，４１６千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出

それぞれ８１，９５３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表

歳入歳出予算補正」による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

令 和 ８ 年 １ 月 ２ ０ 日  提出 

     い の 町 長  池 田  牧 子 

 

 



第 1 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正  （ 第 １ 号 ）
（歳入） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

５１，２７８
3.繰入金

２，８１５ ４８，４６３△

1.他会計繰入金
４０，２７８ ２，８１５ ３７，４６３△

１００
4.繰越金

３９９ ４９９

1.繰越金
１００ ３９９ ４９９

歳 入 合 計 ８４，３６９ ２，４１６ ８１，９５３△
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― 3 ― 国保直診

（歳出） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

1.総務費
６５，９８７ ２，４１９ ６３，５６８△

1.施設管理費
６２，４９４ ２，４１９ ６０，０７５△

3.公債費
４，４７９ ３ ４，４８２

1.公債費
４，４７９ ３ ４，４８２

歳 出 合 計 ８４，３６９ ２，４１６ ８１，９５３△
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歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書
（歳入） （単位：千円）

款 補正前の額 補 正 額 計

1.総 括

1.診療収入
１８，６９４ ０ １８，６９４

2.使用料及び手数料
１０８ ０ １０８

3.繰入金
５１，２７８ ２，８１５ ４８，４６３△

4.繰越金
１００ ３９９ ４９９

5.諸収入
１，０８９ ０ １，０８９

6.町債
１３，１００ ０ １３，１００

歳 入 合 計 ８４，３６９ ２，４１６ ８１，９５３△
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― 2 ― 国保直診

（歳出） （単位：千円）

補正前の額 補 正 額 計 特 定 財 源
国庫支出金 地 方 債 そ の 他

一 般 財 源
款

補 正 額 の 財 源 内 訳

県支出金
1.総務費

65,987 2,419 63,568 2,419△ △

2.医業費
13,603 0 13,603

3.公債費
4,479 3 4,482 3

4.予備費
300 0 300

歳 出 合 計 84,369 2,416 81,953 2,416△ △



2.歳 入

3.款 繰入金 項 1. 他会計繰入金 （単位：千円）

節
説 明

金 額区 分
計補正額補正前の額目

1. 1.一般会計繰入金一般会計繰入金 40,278 2,815 37,463△ 2,815△

40,278 2,815 37,463△項 合 計

款 合 計 51,278 2,815 48,463△

4.款 繰越金 項 1. 繰越金

1. 1.繰越金繰越金 100 399 499 399

100 399 499項 合 計

款 合 計 100 399 499

84,369 2,416 81,953歳入合計 △
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3.歳 出

款 1. 総務費 項 1. 施設管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特 定 財 源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区 分 金 額
説 明

県支出金

1. 2.給料一般管理費 62,389 2,419 59,970 2,419 一般職△ △ 952△ ・

3.職員手当等 扶養904△ 396△・

住居 122△・

通勤 100・

期末勤勉 571△・

時間外勤務 25△・

児童 120△・

退職手当負担金 95△・

初任給調整 293・

特地勤務 4・

準特地勤務 7・

地域 21・

4.共済費 共済組合615△ 588△・

共済組合(追加) 20△・

互助会 7△・

8.旅費 費用弁償52 ・

62,494 2,419 60,075 2,419△ △項 合 計

款 合 計 65,987 2,419 63,568 2,419△ △

款 3. 公債費 項 1. 公債費

2. 22.償還金、利利子 106 3 109 3 利子3 ・

子及び割引

料

4,479 3 4,482 3項 合 計

款 合 計 4,479 3 4,482 3



（単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特 定 財 源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区 分 金 額
説 明

県支出金

84,369 2,416 81,953 2,416歳出合計 △ △
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－  6  － 国保直診

給    与    費    明    細    書

１, 特  別  職
(単位：千円、人)

給          与          費

区    分 職 員 数 期 末 手 当 共 済 費 合    計 備    考

長　等

議　員

補正前 その他の

特別職

計

長　等

議　員

補正後 その他の

特別職

計

長　等

議　員

比  較 その他の

特別職

計

計報   酬 給   料 その他の手当
年間支給率(月分)



２, 一  般  職

(１) 総  括

給         与         費

報    酬 給    料 職員手当 計
会計年度任用職員以外
の職員 3 15,183 16,356 31,539 5,792 37,331 

会計年度任用職員 2 2,758 40 845 3,643 770 4,413 

合　計 5 2,758 15,223 17,201 35,182 6,562 41,744 
会計年度任用職員以外
の職員 3 14,231 15,547 29,778 5,177 34,955 

会計年度任用職員 2 2,758 40 845 3,643 770 4,413 

合　計 5 2,758 14,271 16,392 33,421 5,947 39,368 
会計年度任用職員以外
の職員    －          － △ 952 △ 809 △ 1,761 △ 615 △ 2,376 

会計年度任用職員    －          －          －          －          －          －          －

合　計 △ 952 △ 809 △ 1,761 △ 615 △ 2,376 

（　）は再任用短時間勤務職員の数

扶養手当 住居手当 通勤手当 期末勤勉手当 児童手当 時間外手当 初任給調整手当

1,296 459 987 7,351 840 413 1,577 

2 843 

1,296 459 989 8,194 840 413 1,577 

900 337 1,087 6,780 720 388 1,870 

2 843 

900 337 1,089 7,623 720 388 1,870 

職員手当の △ 396 △ 122 100 △ 571 △ 120 △ 25 293 

         －          －          －          －          －          －          －

△ 396 △ 122 100 △ 571 △ 120 △ 25 293 

内     訳 給料調整手当 特地勤務手当 特地勤務に準ずる手当 施設管理手当 研究手当 地域手当

539 242 403 360 600 1,289 

539 242 403 360 600 1,289 

539 246 410 360 600 1,310 

539 246 410 360 600 1,310 

         － 4 7          －          － 21 

         －          －          －          －          －          －

4 7 21 

補 正 前

補 正 後

比    較

会計年度任用職員

合　計

会計年度任用職員

合　計

会計年度任用職員

合　計

会計年度任用職員

合　計

会計年度任用職員

合　計

会計年度任用職員

合　計

補 正 前

補 正 後

比    較

区    分

区    分

補 正 前

区    分

補 正 後

比    較

備    考

(単位：千円、人)

共  済  費 合    計職  員  数

会計年度任用職員以外
の職員

会計年度任用職員以外
の職員

会計年度任用職員以外
の職員

会計年度任用職員以外
の職員

会計年度任用職員以外
の職員

会計年度任用職員以外
の職員
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－  8  － 国保直診

(２) 給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

(千円) (千円)

給    料 △ 952  給与改定に伴う増減分 395  給与改定の状況

2.89 %

R7.4.1

1.18 %

R6.4.1

 昇給に伴う増加分
平均昇給率

 その他の増減分 △ 1,347 会計間異動 職員数の異動状況

区    分 現に在職する職員数 その他 計

補正前 3 人 3 人 

補正後 3 人 3 人 

増　減 － － － 

職員手当 △ 809  制度改正に伴う増減分 539 通勤手当 121 

期末勤勉手当 82 採用・退職の状況

 時間外手当 11 採　用 退　職

初任給調整手当 293 － 1 人 

特地勤務手当 4 － － 

特地勤務に準ずる手当 7 － － 

地域手当 21 

区   分 説       明 備                                考

  本年度
 給与改定実施時期

 給料の改定率

人事院勧告に伴う給料表額の改定

  前年度
 給料の改定率

区    分

 給与改定実施時期　　　　　　

令和5年度

令和6年度

令和7年度



増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

(千円) (千円)
区   分 説       明 備                                考

 その他の増減分 △ 1,348 扶養手当 △ 396 

住居手当 △ 122 

通勤手当 △ 21 

期末勤勉手当 △ 653 

時間外手当 △ 36 

児童手当 △ 120 

(３) 給料及び職員手当の状況

  ア  職員一人あたりの給与

平均給与月額(円)

医療職（三）

293,150

平均給料月額(円)

区                                         分

平均給料月額(円)

医療職（一）

52.8平 均 年 齢 (歳)

令 和 8 年 1 月 1 日 現 在 平均給与月額(円)

平 均 年 齢 (歳)

令 和 7 年 1 月 1 日 現 在

368,062

59.3

336,050

432,992

586,400

1,124,382

59.6

562,200

1,093,941

58.6
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－  10  － 国保直診

  イ  初  任  給

  ウ  級 別 職 員 数

（　）は再任用短時間勤務職員の数

　（級別の基準となる職務）

医 療 職 （ 三 ） ( 円 )

－ 305,600

医 療 職 （ 三 ）

職 員 数 ( 人 )

医師の職務

級

医 療 職 （ 一 ）

100.0    

級

２ 級

－

医 療 職 （ 三 ） ( 円 )
国 の 制 度

医 療 職 （ 一 ） ( 円 )

医 療 職
（ 一 ）

区 分

－ 医師の職務

看護師長・主任看護師

２級

区 分

大 学 卒

医 療 職 （ 一 ） ( 円 )

305,600

６ 級

５ 級

４ 級

令 和 8 年 1 月 1 日 現 在

２ 級

３ 級

1

100.0    

区 分

看 護 師 短 大 3 卒 － 263,400 －

職 員 数 ( 人 ) 構 成 比 ( ％ )

2計

2

５ 級

100.0    

１ 級

1４ 級

計

３ 級

１ 級

1

1

－

100.0    

計

６級 ５級 １級

100.0    

４級

令 和 7 年 1 月 1 日 現 在

100.0    

医 療 職
（ 三 ）

看護部長 看護師長等

医師の職務医師の職務

263,400

２ 級

１ 級

100.0    

４ 級

2３ 級

構 成 比 ( ％ )

主任看護師等 看護師・准看護師 准看護師

100.0    

６ 級

４ 級

３ 級

２ 級

１ 級

３級

2

計



  エ  昇 給

(Ａ) (人)

(Ｂ) (人)

２号給 (人)

４号給 (人)

６号給 (人)

８号給 (人)

(％)

(Ａ) (人)

(Ｂ) (人)

２号給 (人)

４号給 (人)

６号給 (人)

８号給 (人)

(％)

昇 給 に 係 る 職 員 数

合 計

比 率 ( Ｂ ) ／ ( Ａ )

補
　
正
　
後

区                   分

職 員 数

職 員 数

比 率 ( Ｂ ) ／ ( Ａ )

補
　
正
　
前

1

33.3

1

昇 給 に 係 る 職 員 数

1

13

213

1

代 表 的 な 職 種

医 療 職 （ 一 ） 医 療 職 （ 三 ）

2

50.0
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－  12  － 国保直診

  オ 期末手当・勤勉手当

（　）は再任用職員の標準的な支給率

  カ  定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

  キ  特殊勤務手当 　ク　その他の手当

2.350

(1.250)

2.350

(1.250)

(1.200)

2.300
国  の  制  度

補　　正　　後

(1.200)
補　　正　　前

(1.200)

(1.200)

2.300

2.300 2.300

区　　　　分
6月分(月分) 12月分(月分)

支 給 期 別 支 給 率

(月分)

－

同住 居 手 当

区 分

特 例 措 置

－

代 表 的 な 職 種

（月分） （月分）

同

47.709  

定 年 前 早 期 退 職

措 置 等

定 年 前 早 期 退 職

差 異 の 内 容

－

（月分）

47.709  

(2% ～ 20% 加 算 )

47.709  

備　　考

同

区　　　　分

支 給 率 等

（月分）

20年勤続の者 25年勤続の者

24.586875  33.27075  

国 の 制 度
（ 支 給 率 等 ）

24.586875  33.27075  

代表的な特殊勤務手当の名称

全 職 種
医療職（一） 医療職（三）

区　　　　　　分

支給対象職員の比率　（％）

給料総額に対する比率（％）

(令和8年 1 月 1 日現在)

47.709  

4.600

35年勤続の者

支 給 率 計

4.650

(2.450)

4.650

(2.400)

特 例 措 置

通 勤 手 当

国 の 制 度
と の 異 同

そ の 他 の 加 算

扶 養 手 当

(2% ～ 20% 加 算 )

最高限度

(2.450)

医療職(一)　1級(25号以上)⇒5%　2級⇒10%　3・4級⇒15%
医療職(三)　3級25号～4級⇒5%　4級(主任以上)⇒10%
            5・6級(看護部長)⇒15%

医療職(一)　1級(25号以上)⇒5%　2級⇒10%　3・4級⇒15%
医療職(三)　3級25号～4級⇒5%　4級(主任以上)⇒10%
            5・6級(看護部長)⇒15%

職 制 上 の 段 階 ､ 職 務 の

級 等 に よ る 加 算 措 置
備　　考



 


